
2022年度の実績・課題および今後の活動

コーポレートガバナン

ス

重点実施事項と目標
成果・残された課題

（●成果　▲課題）

コーポレート

ガバナンス

■グループ会社を含めた内

部統制システムの運用

①社外役員へのサポート

 ・社内役員との情報量ギャップの解消

②取締役会での監督

 ・企業価値を高めるテーマの充実

 ・戦略議論の深化

③ステークホルダーとの対話

 ・ステークホルダー視点での議論・報告が少ない

●重要事案のタイムリーな情報展開

　他社との協業検討、 情報セキュリティ他リスク案件報告

●視察会による事業理解サポート

　　国内グループ会社訪問による経営議論への同行（ 4社に計10名）

●戦略議題の計画的な取締役会付議

　　半導体戦略、競合分析、経済安全保障活動 等

●取締役会外での議論の場 設定

 　　役員検討会：経営メンバーの視点高度化、新事業 5流のスコープ 等

▲個別投資審議より戦略議論を充実

▲現場視察機会の更なる充実

▲議題説明を多様な人材から実施

▲ステークホルダーとの対話は、まだ社内/社外役員の情報量ギャップ大

〇

・戦略議題の計画的な取締役付議

　　事業PF、人財投資、サステナビリティ、資本コスト経営、半導体 等

・権限委譲による取締役会議題の絞り込み

　　 決裁基準の見直しによる戦略議論へのシフト（執行→監督）

・戦略議論深化のための取締役会以外の機会活用

　　役員検討会にて環境変化におけるビジネスモデル・事業戦略議論 等

・視察会の継続・充実による事業理解サポート

　　戦略議論に関連する現場視察の設定

・取締役メンバー以外とのコミュニケーション機会

　　経営役員、取締役会議題発表者との昼食会アレンジ

・議題説明の充実による議論深化

　　海外案件は 事前説明時に現地からのWEB参加を検討

・ステークホルダーとの対話を 統括的に報告

コンプライアンス ■社員一人ひとりのコンプラ

イアンス意識の徹底

・デンソー及び国内グループ会社への公益通報者保護法改正に対応する企業倫理ホットライン

制度の導入と周知活動

・企業倫理ホットライン以外の各種相談窓口（なんでも相談室、ハラスメント窓口等）との連

携・統廃合

・グローバルな観点で確実に不正情報を捕捉できる内部通報体制への再構築・強化

●デンソー及び国内グループ会社への公益通報者保護法改正に対応する企業倫理ホットライン制度の

導入と周知活動完了

●ホットラインと他の窓口の連携強化により、適切な窓口での確実な対応を推進

▲海外地域における内部通報体制・運用状況の実態確認

〇

・トヨタグループの内部通報制度導入に伴う対応と周知活動

・海外地域における内部通報体制・運用状況の調査・改善案の検討

リスク

マネジメント

■環境変化に即応し得る

リスク管理のレベルアップと

その実践

＜重点実施事項＞

グローバルリスクマネジメント(RM)活動の定着・浸透によるグループ全体のリスク耐性強靭化

＜目標＞

①各機能部リスク対策活動の総点検と、点検結果の各部活動への反映完

②リスク対策5STEP(※1）の更なるレベルアップに向けた全リスク予兆管理の導入と、CCM

（※2）の見直し完了

※１：「予兆管理~未然防止~初動対応~復旧~振り返り」

※２：クライシスコミュニケーションマニュアル

●①CROと各分野TOPである責任SEO/海外CEO間の定期意見交換による課題の共有と対策方向

性の協議完

●②全リスク項目への予兆管理導入と、有事発生時の対応ルール(初報・対策本部設置手順等)を

「緊急事態初動対応マニュアル」として明確化完

▲グループ会社におけるリスク対策の強化
〇

①環境変化に永続して対応するリスクマネジメント体制の確立

（リスク管理体系刷新・未然防止対策の強化）

②グループ会社におけるリスク対策の強化

③リスク発生時の初動対応力の底上げ

①直近2度のインシデント発生を踏まえた緊急対策と25年度を見据えた情報セキュリティ強化を

実施

・侵入を防ぐ：従業員への教育、訓練の徹底。サーバー緊急総点検。

・早期検知による被害の最小化

①直近2度のインシデント発生を踏まえた緊急対策と25年度を見据えた情報セキュリティ強化を実施

●侵入経路ふさぎ込みの各種対策をグローバルに展開（重要区分は強化完）。

●AI技術を用いた日常と異なる行動の検知促進(グローバルに展開完了)

①強固な防御に加えて迅速な検知・対応・復旧を構築しゼロトラストを実現。

・データ保護を中心にサイバー攻撃対策をやりきり、各役割の再定義と教育・訓練も含めた平時・有事の運

用体制を確立

・ゼロトラストの実現に向けシャドーITや内部不正の検疫とモニタリング強化。

②以下目指す姿実現の為の施策を構築

・会社系：正当な社員の利便性を妨げない強硬な抑止力のもと、境界に頼らず

  どこであっても誰であっても安全を常に検証。

・製品系：多様な脅威を想定し、グローバル市場で安心、安全を提供。

②以下目指す姿実現の為の施策を構築

・会社系：正当な社員の利便性を妨げない強硬な抑止力のもと、境界に頼らず

  どこであっても誰であっても安全を常に検証。

▲安全なデータ授受・共有ルール制定完了。データ保護ツールの適用は次年度予定。

・製品系：多様な脅威を想定し、グローバル市場で安心、安全を提供。

●製品セキュリティ海外法規対応体制構築/教育完了。

●製品セキュリティチェックのデジタルツール整備完了。IoTサービス向け運用開始。

●製品セキュリティ基盤改善に伴う監査・ルール見直し/リスク管理ポータルの導入完了。

②以下目指す姿実現の為の施策を構築

・会社系：正当な社員の利便性を妨げない強硬な抑止力のもと、境界に頼らずどこであっても安全を常に検

証。（データ保護施策導入、クラウド/内部不正監視強化）

・製品系：多様な脅威を想定しグローバル市場で安心安全を提供。（車両アーキテクチャ変更に伴うセキュ

リティの確実な取込、製品ブライバシの国内G適用、車両サイバーセキュリティ国際認証取得、アウトカー領域

への開発・運用支援ツールの適用拡大）

社会性報告

重点実施事項と目標
成果・残された課題

（●成果　▲課題）

お客様

への責任

■グループ全体での品質に

対する教育・訓練・啓発活

動の推進

①品質基盤技術の盤石化（未解決問題ゼロ、後継者育成）

②工程信頼度向上活動の進化（正しいオペレーション、計画達成率100%）

③AI・ビッグデータの活用促進（計画達成率100%）

①●全社高難度テーマを大御所リードで計画通り開発、後継者育成推進

②●製造不良原因究明、流出防止のためのカメラを計画的に導入、人起因の納入不良低減

③●社内外の教育にてAI・ビッグデータ解析 実践支援。業務活用できる人材を計画的に育成完
◎

①注力領域(CN/CE・電動化・新事業)に対する品質基盤技術確立加速（未解決問題ゼロ）

②製造品質向上に向けた体質強化（カメラ活用促進による人起因の納入不良撲滅）

③道場の実践支援の対象者拡大と分析・課題解決力向上（計画達成率100％）

④「品質のデンソー」の歴史を学び、自らの行動を見つめ直す「継承館」研修開催（計画達成率100％）

1) 住宅設備でのお客様満足評価 CSスコア：4.0ﾎﾟｲﾝﾄ↑維持

修理受付窓口 ・繁忙期を含めた安定化

窓口応答率：80％維持

1) ●HEMS・蓄電池（V2H）・エコキュート・スマートエアーズ（全館空調​）での総合スコアは4.7点（5

点満点）だがn数少なく(11件)運用方法の再検討が必要

窓口応答率　85％

1）住宅設備でのCSスコア運用とお客様の生声をご記入いただく形式に変更

2）CE/CNを意識した中長期グローバル方針の立案とグローバルサービス会議の実施 2) ●25年サービス中期方針の策定と海外中核拠点への内容展開

海外拠点とのグローバルサービス会議の実施。

2）35年世界観を受けた長期方針の策定（CE/CN意識）

アフターコロナでのグローバルサービス会議、地域サービス会議の実施

社員への責任 ■人権尊重の徹底 ・国連指導原則に則った人権デューデリジェンスの実施

（１）潜在的な人権課題の特定（リスクアセスメント）

（２）特定した人権課題の深刻さの評価（インパクトアセスメント）

●リスクアセスメントを完了し、4つの潜在的な人権リスクを特定

●特定した人権リスクのうち、国内の外国人労働者の権利についてインパクトアセスメントを実施。第三

者機関より、人権リスクにつながる大きな課題はないという報告を得た。
◎

・国連指導原則に則った人権デューデリジェンスの実施

(１)人権方針の浸透（グループ会社・サプライヤー様）

(２)新規取引条件への人権項目の追加

(３)外国人技能実習生実態調査

■人材育成の推進 ①次世代リーダー

・タフミッションを通じた育成

②管理職

・部下支援スキル強化施策​（フィードバック・コーチング）

・成長の気づきを得るため、多面フィードバックの導入

③若手

・OJTとOff-JT、自学と学び合いを通じた入社3年間での一人前化

④全体

・自学支援施策

①次世代リーダー

●タフミッションを通じた育成と育成計画の推進

②管理職

●支援研修による1on1実施率向上、メンバーの力を引き出す共創リーダー育成を実施

●多面フィードバックの一部部署への先行導入　▲全社に向けた導入活動の展開

③若手

●3年間の育成カリキュラムを定め、育成施策のPDCAを確立

④全体

●自学できる社内e-Leariningコンテンツ拡充、社外サービス活用

◎

①次世代リーダー

・次世代リーダー候補の多様性向上と育成

②管理職

・成長の気づきを得るため、多面フィードバックの全社導入

・部下支援スキル強化施策​（1on1実施の定着）

③若手

・入社3年間での一人前化に向け、職場と共に課題発掘と解決を推進

④全体

・自学支援施策の拡大と学び時間の増加

１．女性

・女性活躍目標（採用・両立・登用）達成に向けた取り組み

　-技術系女性採用/情報発信強化（オウンド・アーンドメディア活用）による母集団拡大

　-男性育休取得率向上  管理職による働きかけのフォロー、講演会などでの意識向上

　-管理職登用に向けた育成強化

         技能：ロールモデルの発掘と女性本人のキャリア意識の向上

         事技：メンター制度の導入

１．女性

▲技術系女性採用強化：母集団形成・内定者辞退防止を行うものの、

　　　　　　　　　　　目標値15％に対し、10％と未達

●男性育休取得率向上：管理職による働きかけ実施。目標値13％に対し、40%を達成

●管理職登用（技能）：ロールモデル座談会に300人が参加。キャリア意識を醸成

●管理職登用（事技）：女性管理職によるメンター制度を開始し、

　　　　　　　　　　　係長格の女性２人が受講

１．女性

・女性活躍目標（採用・両立・登用）達成に向けた取り組み

　-技術系女性採用強化：PR強化による母集団拡大・先輩社員交流会による内定者辞退防止

　-男性育休取得率向上：制度周知/管理職による働きかけにより育休が取得しやすい風土を醸成

　-管理職登用（技能）：ロールモデルの発掘と展開、班長登用に向けた本人と上司の意識改革

　-管理職登用（事技）：管理職登用に向けた本人・上司の意識改革・個別ヒアリングの実施と

　　　　　　　　　　　一人ひとりにあった課題解決の提案

２．高年者

・元指導専門職以下の定年後再雇用コースの複線化における制度の詳細設計

・役職・管理職定年の見直しやワークシェアの導入など、年齢を問わない活躍や多様な働き方

の実現に向けた施策の拡充(特に、対象人数が多い技能職場)

２．高年者

年齢を問わない活躍や多様な働き方の実現に向けた以下施策を導入完了

●元指導専門職以下の定年後再雇用コースの複線化を23年4月より導入

●役職定年・管理職定年を23年1月に撤廃、ワークシェア勤務帯を23年7月より導入予定

２．高年者

・更なる高年齢化を見据えた中長期の方針・計画策定

・50代社員への早期キャリア啓発

３．障がい者

・中長期障がい者採用計画（構想）の見直しと、実効性のある計画立案・着手

・雇用拡大に向けた業務拡大  社内のオフィスサポート業務の掘り起こし

・デンソーグループ全体の障がい者採用・定着支援の強化

３．障がい者

●中長期障がい者採用計画(構想)の見直しを実施し、採用・定着支援等の強化に着手

●特例子会社で、清掃拠点の拡大・サーキュラーエコノミーなどの業務拡大を開始

▲デンソーグループ会社全体の障がい者採用・定着支援の強化

３．障がい者

・障がい者採用計画の実行

・障がい者業務の拡大

・デンソーグループ全体の障がい者採用・定着支援の強化

■職場安全 1. トップによる現認指導

・「安全コミュニケーション活動」による困りごとの吸い上げ・改善促進

・「製造統括クロスチェック」によるG会社コミュニケーション強化

・本部長/RHQ製造トップによる１種災害の現認・指導

2. 爆発火災・重大・1種災害抑止

・再発防対策の有効性・妥当性の現地現物での確認

・監査・支援による安全体質強化

3. DNグループの安全管理の仕組み強化

・「継承館出前教育」「DNグループ安全の日」を通じた安全伝承

・設備RA仕組み強化と運用支援を通じてのRA風土醸成

・化学物質リスク管理強化の仕組み構築・展開

●1種災害を抑えるべく「動くところに手を出すな」の浸透に向け、各社各部の属人化レス取組計画へ落

込み、事業G・Cトップ及び第三者視点での現認(DNJP:安全コミュニケーション、G会社:製造統括クロス

チェック＋プレQC診断)を実施し目標達成

●火災・爆発に関して、「未然防止対策のやり切り」と「維持管理状態の職場点検」を専門家、第3者

目線を加えて実行し継続的な改善を行い重大事故ゼロ達成

▲安全点目標が国内G会社のみ目標未達
○

・重大災害・爆発火災ゼロ ［デンソーグループ］

・１種災害を2025年度に半減   [DNJP2,国内G:4,海外G:5件以下]

①中長期骨太シナリオ（25年までの目指す姿）の策定・明確化

   ・各施策のアウトプット/アウトカム目標の明確化、リソーセスプラン策定

①中長期骨太シナリオ（25年までの目指す姿）の策定・明確

●35年長期構想を立案、目指す姿の方向付け、25年までに実施する具体策を明確化

①職場・個人に響く目標値の設定

  ・グループ共通の次期KPIの設定、周知

②一人ひとりの健康責任意識醸成施策の検討・展開

   ・各種部門別健康データ展開

②一人ひとりの健康責任意識醸成施策の検討・展開

●自立自律した健康づくりのため、トップメッセージ(動画)を展開（各職場・G会社）

    改善アクションのための部署別健康データ提供(毎月)

    一人ひとりの行動変容を促すセミナー実施(7回)

▲22年度生活習慣スコア目標77.0点 ➡ 実績74.5点（前年比+0.5点）

    職場・個人に響く情報(データ・好事例)提供の強化

②一人ひとりの健康責任意識醸成

  ・職場単位のデータ提供と職場内対話の習慣化

  ・データに基づく要改善職場の抽出、支援

③生活習慣病対策（予防/早期発見/治療）の推進

   ・特定保健指導受講率:100％  完了率:80％

③生活習慣病対策（予防/早期発見/治療）の推進

●特定保健指導受講率:96.0％（前年比+10.6％）、完了率:90.1％(前年比+26.1)

③生活習慣病対策

  ・特定保健指導該当者率 :22％未満

  ・要受診者の医療機関受診率 :95％以上

④メンタルヘルス対策（予防/早期発見/治療）の推進

   ・兆候を早期に気づく環境・風土づくり

   ・職場と連携した長期休業防止の仕組みづくり

➄グループ会社支援

   ・生活習慣病・メンタルヘルス対策支援（好事例展開など）

   ・健康経営優良法人回答の推奨

④メンタルヘルス対策（予防/早期発見/治療）の推進

●休業者傾向データ提供とメンタルヘルスサポートサイト開設・情報提供強化

▲休業者増加傾向

   一人ひとりのストレス対処支援、データ利活用による予知・予防の強化

➄グループ会社支援

●グループ共通目標設定、支援のためG会社(53社)と個別意見交換・支援実施

   健康経営優良法人認定41社（前年比+2社）

④メンタルヘルス対策

  ・全従業員に対するセルフケア研修実施

  ・人事、職場との連携強化による相談しやすい環境づくり

株主・投資家

への責任

■企業価値の向上と

情報開示の充実

・ステークホルダー への発信イベント・ツールを具体化

・投資家の声 経営層・関係部署へのフィードバック強化

●ダイアログデー、半導体事業説明会、CO2循環施設・電動化工場見学会開催

●統合報告書

　　「WICIジャパン統合リポート・アウォード2022」Silver Award（優良企業賞受賞）

　　「日経統合報告書アワード2022」優秀賞（初受賞）

　　GPIF の国内株式運用機関が選ぶ「改善度の高い統合報告書」に選定

●「証券アナリストによるディスクロージャー優良企業選定」の自動車・同部品・タイヤ部門において第2位

●ホームページに「対話の実施状況等」掲載開始

●投資家の声の社内報告活動見直し

▲社外発信する技術トピックス探索と内容深堀り

〇

●重点領域を網羅し、ステークホルダーのニーズに応えるIR発信

取引先様

への責任

■サプライチェーンでのCSR

活動の実践

サプライチェーンでの人権について内容の深化

・海外労働者，外国人技能実習生の調査とデューデリ

・ステークホルダーの注目するサプライヤーまたは地域でのデューデリ（国内・タイを予定）

・紛争鉱物調査をコバルト，マイカに拡大（マイカは対象あれば実施）

●海外労働者，外国人技能実習生の調査とデューデリ完了

▲国内主要サプライヤでのデューデリ（ダイアログ）実施。海外はサプライヤーに先立ち、DN生社での人

権デューデリの深化を予定（人事部）

▲コバルト・マイカは22年度は方針、実施方法整理し、23年度に実施予定

〇

サプライチェーンでの人権・労働等サステナ活動の深化

・紛争鉱物調査にコバルト調査の追加（マイカは対象なし）

・サステナリスクを新規取引条件化

・サプライヤーへ人権啓発の強化（説明会等の実施）

地域・国際社会

への責任

■デンソーらしい独自性のあ

る活動の推進

・交通安全活動のグローバル推進

・デンソーグループハートフルデー（デンソーグループコミュニティサービスデー）の推進

※新型コロナウィルス感染拡大防止を考慮したうえでの活動推進

●交通安全活動：国内外145社にて取り組み実施

●デンソーグループハートフルデー（デンソーグループコミュニティサービスデー）

　：国内外52社にて取り組み実施

◎

・交通安全活動のグローバル推進

・デンソーグループハートフルデー（デンソーグループコミュニティサービスデー）の推進

重点実施事項と目標
成果・残された課題

（●成果　▲課題）

サステナビリティ

コミュニケーション

■ステークホルダーへの情報

開示と双方向コミュニケー

ションの充実

①長期方針達成に向けた戦略の具体化と管理確立

 サステナKPIを会社目標に組み込み、経営トップによるフォロー体制を確立する。また、実効性を

担保するため、役員報酬の算定項目にサステナKPIの達成可否を織込む

②社員の理解促進

　仕事での実践につながる理解の促進（継続）

　特に製造部門への浸透強化（継続）

③社外発信

　情報開示推進による、各国情報開示要請/ESG評価機関等の開示ニーズへの対応

●①長期方針達成に向けた戦略の具体化と管理確立

マテリアリティに対応するKPIを設定し、会社目標に組み込み、経営審議会/取締役会でのフォロー体制

を確立。サステナKPIのうち７項目を役員報酬の算定指標に組み込み完了。統合報告書2022での発

信を実施。

●②社員の理解促進

個人の年度目標とSDGsの紐づけ、従業員証へのシール貼付施策を引き続き実施。

SDGsと自身の業務の関わりについての社員の理解度は約5％上昇。

●③社外発信

情報発信ニーズの高い環境・人権テーマを中心に開示情報の充実を実施。ESG評価機関FTSEのスコア

向上達成('23/6)

◎

①サステナビリティKPIのレベルアップ

　（株）デンソー単独となっている指標について、対象範囲拡大

②社員の理解促進

　仕事での実践につながる理解の促進（継続）

③サプライチェーン/調達部員への啓発活動強化

④CSRDなど新たなサステナビリティ情報開示要請への確実な対応

■社員の健康づくりの

推進

〇

サスティナビリティテーマ

2022年度計画

評価 2023年度目標

■アフターサービス体制の

充実

〇

〇

2023年度目標

サスティナビリティテーマ

2022年度計画

評価 2023年度目標

サステナビリティコミュニケーション

情報

セキュリティ

■情報セキュリティ強化と

社員一人ひとりの

意識改革

○

■多様な人材の

活躍推進

サスティナビリティテーマ

2022年度計画

評価


